
総括表参考　様式

厚生労働省 ： 総括表参考

（一般会計）

【本省】 （単位：百万円）

大臣官房 医政局 健康局 医薬食品局 食品安全部 労働基準局 職業安定局 職業能力開発局 雇用均等・児童家庭局 社会・援護局（社会） 社会・援護局（援護） 障害保健福祉部 老健局 保険局 年金局 政策統括官 相殺消去 計
1,406 5,489 3,604 3,366 1,942 10,810 4,442 1,807 3,168 2,869 2,372 2,326 2,281 4,383 5,429 1,762 - 57,463
723 2,837 1,987 1,739 1,004 1,998 2,070 934 2,021 1,482 1,225 1,202 1,179 2,403 1,843 910 - 25,564
291 1,140 748 699 403 982 874 375 1,382 595 492 483 473 1,010 2,341 365 - 12,660

１．安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくり
を推進すること

40 452,679 327,372 8,535 - - - - - - - - - 16,192,750 - - △ 6,734 16,974,643

２．安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進する
こと

- - 77,904 3,018 - - - - - - - - - - - - - 80,922

３．労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備す
ること

833 - - - - 1,014,093 - - - - - - - - 3 578 △ 73,748 941,760

４．経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働
市場において労働者の職業の安定を図ること

1,043 - - - - - 648,206 - - - - - - - - - △ 153,825 495,423

５.労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その
能力を十分に発揮できるような環境整備をすること

- - - - - - - 147,039 - - - - - - - - - 147,039

６.男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てる
ことなどを可能にする社会づくりを推進すること

260 - - - - - - - 4,275,970 - - - - - - - △ 1,606,205 2,670,025

７.利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供等を
図ること

- - - - - - 86 - - 3,228,795 28,994 - - - - - - 3,257,876

８.障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動
する社会づくりを推進すること

- - - - - - - - - 3,947 - 1,155,886 - - 6,900 - △ 3,268 1,163,465

９.高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮
らせる社会づくりを推進すること

- - - - - - - - - - - - 1,886,246 458,045 54,935,767 - △ 10,658,154 46,621,905

１０.国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること 11,086 - - - - - 26 562 - - - - - - - - - 11,676

１１.国民生活の向上に関わる科学技術の振興を図ること 53,241 7 - - - - - - - - - - - - - - - 53,249
官房経費等 - - - - - - - - - - - - - - - - - -

68,928 462,153 411,617 17,358 3,350 1,027,884 655,706 150,719 4,282,542 3,237,690 33,085 1,159,899 1,890,181 16,658,594 54,952,286 3,617 △ 12,501,937 72,513,678

【地方局・外局等】 （単位：百万円）

検疫所 国立ハンセン病療養所 国立試験研究機関 国立更生援護機関 地方厚生局 都道府県労働局 中央労働委員会 計
7,119 22,819 7,917 6,294 14,246 174,571 1,300 234,270
1,028 953 1,542 1,741 2,529 4,566 113 12,475
452 1,368 764 485 505 8,402 25 12,004

１．安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくり
を推進すること

702 9,692 518 - 1,720 - - 12,634

２．安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進する
こと

1,962 - - - 512 - - 2,474

３．労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備す
ること

- - - - - 25,624 329 25,953

４．経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働
市場において労働者の職業の安定を図ること

- - - - - 2,126,986 - 2,126,986

５.労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その
能力を十分に発揮できるような環境整備をすること

- - - - - 6 - 6

６.男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てる
ことなどを可能にする社会づくりを推進すること

- - - 141 - 8,327 - 8,469

７.利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供等を
図ること

- - - - - - - -

８.障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動
する社会づくりを推進すること

- - - 1,998 90 - - 2,088

９.高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮
らせる社会づくりを推進すること

- - - - - - - -

１０.国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること - - - - - - - -

１１.国民生活の向上に関わる科学技術の振興を図ること - - 3,748 - - - - 3,748

その他 - - - - - - - -
11,264 34,835 14,491 10,662 19,605 2,348,486 1,768 2,441,112

（特別会計）
計

基礎年金勘定 国民年金勘定 厚生年金勘定 福祉年金勘定 健康勘定
児童手当及び子

ども手当勘定
業務勘定 相殺消去 労災勘定 雇用勘定 徴収勘定 相殺消去

- - - - - 141 2,492 - 25,312 43,701 5,570 - 77,219
- 159 1,595 - 138 456 △ 1,429 - 361 2,436 - - 3,718
- 6 144 - 100 714 1,580 - 3,825 4,319 - - 10,691

１．安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくり
を推進すること

- - - - 7,346,087 - - △ 6,734 - - - - 7,339,353

２．安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進する
こと

- - - - - - - - - - - - -

３．労働者が安心して快適に働くことができる環境を整備す
ること

- - - - - - - - 938,359 35,722 63,723 △ 73,411 964,393

４．経済・社会の変化に伴い多様な働き方が求められる労働
市場において労働者の職業の安定を図ること

- - - - - - - - - 2,198,063 - - 2,198,063

５.労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その
能力を十分に発揮できるような環境整備をすること

- - - - - - - - - 111,848 - - 111,848

６.男女がともに能力を発揮し、安心して子どもを産み育てる
ことなどを可能にする社会づくりを推進すること

- - - - - 1,840,826 - - - 10,894 - - 1,851,720

７.利用者の視点に立った質の高い福祉サービスの提供等を
図ること

- - - - - - - - - - - - -

８.障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動
する社会づくりを推進すること

- - - 3,631 - - - - - - - - 3,631

９.高齢者ができる限り自立し、生きがいを持ち、安心して暮
らせる社会づくりを推進すること

17,893,668 2,130,770 23,799,148 1,428 - - 453,268 - - - - - 44,278,285

１０.国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること - - - - - - - - - - - - -
１１.国民生活の向上に関わる科学技術の振興を図ること - - - - - - - - - - - - -
その他 - - - - - - - - - - - - -

17,893,668 2,130,936 23,800,888 5,060 7,346,326 1,842,138 455,912 △ 6,734 967,860 2,406,986 69,293 △ 73,411 56,838,925

Ⅰ　人にかかるコスト

　コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

年金特別会計

Ⅰ　人にかかるコスト
Ⅱ　①物にかかるコスト
　　 ②庁舎等

Ⅲ　事業コスト

労働保険特別会計

Ⅱ　①物にかかるコスト
　　 ②庁舎等

Ⅲ　事業コスト

　コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

Ⅰ　人にかかるコスト
Ⅱ　①物にかかるコスト
　　 ②庁舎等

Ⅲ　事業コスト

　コスト計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）

様式1-2 


